
熊労発基 0206第 4号

令 和 6年 2月 6日

各  位

熊本労働局長

(公印省略 )

「建築物等の解体等の作業及び労働者が石綿等にばく露するおそれがある

建築物等における業務での労働者の石綿ぼく露防止に関する技術上の指針

の一部を改正する件」について (周知依頼)

労働基準行政の運営につきましては、日頃から格別の御協力を賜り、厚く御
礼申し上げますЬ

さて、労働安全衛生法 (昭和47年法律第57号)第 28条第 1項の規定に基づき、
1別添 1の とおり、建築物等の解体等の作業及び労働者が有綿等にばく露するお
それがある建築物等における業務での労働者の石綿ばく露防止に関する技術上
の指針の一部を改正する件 (技術上の指針公示第25号)が令和 6年 1月 31日付
け官報に公示され、令和 6年 4月 1日 より適用されることとなりました。

今般の改正は、石綿障害予防規則 (平成17年厚生労働省令第21号)の規定に
よる労働者の石綿ばく露防止措置の適切かつ有効な実施を図るため、石綿障害
予防規則の一部を改正する省令 (令和 5年厚生労働省令第105号)の公布に伴い、
建築物等の解体等の作業及び労働者が石綿等にばく露するおそれがある建築物

等における業務での労働者の石綿ばく露防止に関する技術上の指針 (令和 2年
9月 8日付け技術上の指針公示第22号。1以下「技術上の指針」といいます。)に
ついて所要の改正が行われたものです。

改正点は別添 2の新旧対照表のとおりで、改正後の技術上の指針は別添3の
とおりですので、貴団体におかれましても、その改正の内容等についてご承知
いただきますとともに、傘下会員等への周知等に御協力を賜りますようお願い

申し上げます。

担 当
労働基準部健康安全課

安 全 専 門官  近 藤



別添 1

労 働 安 全 衛 生 法 第 28条 第 1項 の 規 定 に 基 づ く技
術 上 の指 針 に 関 す る公 示

技 術 上 の 指 針 公 示 第 25号

労 働 安 全 衛 生 法 (昭 和 47年 法 律 第 57号 )第 28条
第 1項 の 規 定 に 基 づ き 、 建 築 物 等 の解 体 等 の 作 業
及 び 労働 者 が 石 綿 等 に ば く露 す るお そ れ が あ る建

築 物 等 に お け る 業 務 で の 労 働 者 の 右 綿 ば く露 防 止

に 関 す る技 術 上 の 指 針 の 二 部 を 改 正 す る件 を次 の

とお り公 表 す る。

令 和 6年 1月 31日
厚 生 労 働 大 臣  武 見  敬 三

1 名 称  建 築 物 等 の解 体 等 の 作 業 及 び 労 働 者 が
石 綿 等 に ば く露 す るお そ れ が あ る建 築 物 等 に お

け る業 務 で の 労 働 者 の 石 綿 ば く露 防I上 に 関す る

技 術 上 の 指 針 の 二 部 を改 正 す る件

2 趣 旨  こ の 指 針 は 、 石 綿 障 害 予 防 規 則 (平 成
17年 厚 生 労 働 省 令 第 21号 )の 規 定 に よ る労 働 者
の 石 綿 ば く露 防 止 措 置 の 適 切 か つ 有 効 な 実 施 を

図 るた め 、 石 綿 障 害 予 防 規 則 等 の 一 部 を 改 正す

る省 令 (令 和 5年 厚 生 労 働 省 令 第 105号 )の 公
布 に伴 い 、 石 綿 等 の切 断 等 の1作 業 等 に係 る措 置

に 関す る留 意 事 項 につ い て 所 要 の 改 正 を行 うも

の で あ る。

3 適 用 日 令 和 6年 4月 1日 か ら適 用 す る。
4:内 容 の 閲 覧  内容 は 、 厚 生 労 働、省 ホ ー ムペ ー
ジ (http://www.hhlw.go.jp)に お い て 閲 覧 に
供 す る。 ま た 、 厚 生 労 働 省 労 働 基 準 局 安 全 衛 生

都 化 学 物 質 対 策 課 及 び 都 道 府 県 労 働 局 労 働 基 準

部 健 康 主 務 課 に お い て 閲 覧 に供 す ると



別 添 2

◎建築物等の解体等の作業及び労働者が石綿等にばく露するおそれがある建築物等における業務での労働者の石綿ばく露防止に関する技術上の

指針 新旧対照表
(傍線部分は改正部分 )

1 趣 旨
この指針は、建築物等の解体等の作業又は労働者が石綿等 (石

綿又は石綿をその重量のO.レく▼セントを超えて含有する製剤その

他の物をい う。以下同じ。)に ばく露するおそれがある建築物等
における業務を行 う労働者の石綿のばく露による健康障害を予防

するため、石綿障害予防規則 (平成17年厚生労働省令第21号。以
下 「石綿則」とい う。)に規定する事前調査及び:分析調査、石綿
を含有する材料の除去等の作業における措置並びに労働者が石綿

等にばく露するおそれがある建築物等における業務に係る措置等

に関する留意事項について規定したものである。

2 建築物等の解体等の作業における留意事項及び推奨される事項
2-1 事前調査及び分析調査
(1)使用されている可能性がある石綿含有材料の種類が多岐に
亘るような大規模建築物又は改修を繰 り返してお り石綿含有

材料の特定が難 しい建築物については、建築物石綿含有建材

調査者講習等登録規程 (平成30年厚生労働省、国土交通省、

環境省告示第 1号 )第 2条第 3項に規定する特定建築物石綿
含有建材調査者又は一定の事前調査の経験を有する同条第 2

項に規定する一般建築物石綿含有建材調査者が事前調査を行

うことが望ましv｀ ことと

(2)～ (5) (略 )

2-2 吹き付けられた石綿等の除去等に係る措置
2-2-1 負圧隔離等の措置
石綿則第 6条第 2項 に規定する作業場所の隔離及び負圧、

1 趣旨

この指針は、建築物等の解体等の作業又は労働者が石綿等にば

く露するおそれがあ る建築物等における業務を行 う労働者の石綿

のぼく露による健康障害を予防するため、石綿障害予防規則 (平

成 17年厚生労働省令第21号。以下 「石綿則」 とい うと)に規定す
る事前調査及び分析調査、石綿を含有する材料の除去等の作業に

おける措置及び労働者が石綿等にばく露するおそれがある建築物

等における業務に係 る措置等に関する留意事項について規定 した

ものである。    (

2 建築物等の解体等の作業における留意事項及び推奨される事項
2-1 事前調査及び分析調査
(1)使用 されている可能性がある石綿含有材料の種類が多岐に
亘るような大規模建築物又は改修を繰 り返 してお り石綿含有

材料の特定が難 しい建築物については、建築物石綿含有建材

調査者講習登録規程 (平成 30年厚生労働省、国土交通省、環

境省告示第 1号)第 2条第
ノ
3項に規定する特定建築物石綿含

有建材調査者又は二定の事前調査の経験を有する同条第 2項
に規定する一般建築物石綿含有建材調査者が事前調査を行 う

ことが望ましヤヽこと。

(2)～ (ら ) (略 )

2-2 吹き付けられた石綿等の除去等に係る措置
2-2-1 隔離等の措置
石綿則第 6条第 2項 に規定する隔離、集 じん `排気装置の
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集 じん 。排気装置の設置並びに前室等の設置及び負圧 (以 下

「負圧隔離等」 とい う。)の措置は、次の (1)か ら (5)
までに定めるところによることが望ましいことき

(1)隔離の方法
ア 床面は厚 さ0。 15ミ リメー トル以上のプラスチンクシ~ト
で二重に貼り、壁面は厚さ0.08ミ リメートル以上のプラス
チツクシマ トで貼 り、折 り返 し面 (留 め代)と して、30か
ら45セ ンチメー トル程度を確保することにより、出入 日及

び集 じん 。排気装置の排気 口を除いて作業場所を密閉する

こと。

イ 隔離空間 r万 熱 目II雀 ∩峯 笠 少丁百笛 4暑 の半目″ ι「 ■ め名 序
管理を求められる石綿等の除去等を行 う作業場所及び前室

をい う。以下同じ。)に ついては、内部を負圧に保 つ た
め、作業に支障のない限り小さく設定すること。

ウ  (略 )
(2)集 じん 。排気装置の設置方法
ア 集 じん・排気装置は、内部にフィルタ (1次 フィルタ、
2次フィルタ及びHEPAフ ィルタ (日 本産業規格Z8122に
定める99,97パーセン ト以上の粒子捕集効率を有する集 じん

性能の高ぃフィルタをい う。以下同じ。))を 組み込んだ
ものとするとともに、隔離空間の内部の容積の空気を 1時
間に 4回以上排気する能力を有するものとすること。
イ  (略 )
(3)～ (5) (略 )

2-2-2(略 )

2-2-3 隔離空間における隔離め解除に係る措置
石綿則第 6条第 3項に規定する隔離の解除に当たっては、
次の (1)か ら (5)ま でに定める措置を講じることが望ま
しいこと。

(1)あ らかじめ、HEPAフ ィルタ付きの真空掃除機により隔
離空間の内部の掃除を行 うこと。

設置、前室等の設置及び負圧 (以 下 「隔離等」 とい う。)の
措置は、次の (1)か ら (5)ま でに定めるところによるこ
とが望ましいこと。

(1)隔離の方法
ア 床面は厚 さ0.15ミ リメー トル以上のプラスチックシー ト
で二重に貼 り、壁面は厚 さ0.08ミ リメー トル以上のプラス

チ ックシー トで貼 り、折 り返 し面 (留 め代)と して、30か
ら45セ ンチメー トル程度を確保することにより、出入 口及

び集 じん 。排気装置の排気 口を除いて作業場所を密閉する

こと

イ 隔離空間については、内部を負圧に保つため、作業に支
障のない限り小さく設定すること。

夕  (略 )
(2)集 じん・排気装置の設置方法
ア 集 じん 。排気装置は、内部にフィルタ (1次 フィルタ、
2次フィルタ及びHEPAフ ィルタ (日 本産業規格 (」IS)Z812
2に 定める99.97パ ーセン ト以上の粒子捕集効率を有する集
じん性能の高いフイルタをい う。以下同じ。))を 組み込
んだものとするとともに、隔離空間の内部の容積の空気を

1時間に 4回以上排気する能力を有するものとすること。
イ  (略)          !
(3)ん (5) (略 )

2-2-2(略 )

2-2-3 隔離の解除に係る措置
石綿則第 6条第 3項 に規定する隔離の解除に当たつては、
次の (1)か ら (5)ま でに定める措置を講 じることが望ま
しいこと。

(1)あ らかじめ、HEPAア ィルタ付きの真空掃除機により隔離空
間の内部の掃除を行うこと。
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(2)。 (3)  (略 )

(4)隔離の解除を行つた後に、隔離がなされていた作業場所の
前室付近について、HEPAフ ィルタ付きの真空掃除機によ
り清掃を行 うこと。

(5) (略 )

2-2-4 吹き付けられた石綿等の近傍における附属設備の
除去に係る措置

吹き付けられた石綿等の近傍の照明等附属設備を除去する

に当たっては、石綿等に接触 して石綿等の粉じんを飛散させ

るおそれがあるため、当該設備の除去の前に、負圧隔離等を

すること。

2-3 石綿等の除去に係る措置

(2)。 (3)  (略 )                      
―

(4)隔離の解除を行うた後に、隔離がなされていた作業場所の
前室付近について、HEPAフ ィルタ付きの真空掃除機により清

掃を行 うこと。    |
(5) (略 )

2-2二 4 吹き付けられた石綿等の近傍における附属設備の
除去に係る措置
―
吹き付けられた石綿等の近傍の照明等附属設備を除去する

に当たっては、石綿等に接触 して石綿等 の粉 じんを飛散 させ

るおそれがあるため、当該設備の除去の前に、隔離等をする

こと。

石綿含有成形品及び石綿含有仕上げ塗材の除去に係 る措2-3
置

2-3-1 石綿等の切断等の作業等に係る措置

(1)石 綿 等 の除去等 の作 業 にお い て は、原 則 として切 断等 以外
の方法 (手ばらし)に より当該作業を実施すること。切断等
以外の方法により石綿等の除去等の作業を実施することが技

術上困難な場合にあっては、当該石綿等を湿潤化 した上で、

手工具により当該作業を実施すること。

(2)(1)に よることが技術上困難であり、電動工具を用いて
石綿等の切断等の作業等を行 う場合にあつては、右綿等を湿

潤な状態にした場合においても高濃度の粉 じんが発散するお

それがあること及び電動工具を使用中に散水等を行 うことに

よる感電のおそれがあることから、原則 として除 じん性能を

有する電動工具を使用することとやむを得ず除 じん性能を有

していない電動工具を使用す る場合は、労働安全衛生規則

(昭和47年労働省令第32号)第 333条 に規定する漏電による感
電の防止措置を講 じた上で、電動工具に可能な限 り水が直接

かからないように留意しつつ切断面等に水を噴霧することに

(新設 )
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2-3-2 剥離剤の使用に係る措置

石綿団1第 6条の 2第 3項 (石綿印1第 6条の 3に おいて準用
す る場合 狩含 オe^)及 び石 綿 団1第 13条 第 1項 に報 庁す る 「そ
の他 の石綿等の粉 じんの発散 を防止す る措置 Jと して、剥離
材 を使用す る場合 は、使用す る剥離材 に係 る労働安全衛生法

第 57条 に基づ くラベル表示及び第 57条 の 2に 基づ く安全デー

タシー ト (SDS)に よ り、特 ‡化 学物 管 へ の該 当性 や 、有

害性区分がある物質の含有の有無を確認 し、リスクアセスメ

ン ト対象物が含有されている場合は、化学物質等による危険

性又は有害性等の調査等に関する指針 (平成 27年 9月 18
日付け危【食性 又は有害性等の調査等に関す る指針公示第 3

号 )に 定 め る ところに よ リリス クアセ ス メ ン トを実施 し、_そ
の結 果 に基づ き、法令 に庁 め る措 置 を合 め、滴切 漆 リス ク低

浦 措 詈 歩 室 怖 十 る こ と の 際、 リスクT氏減措置 として畔吸

用保誇具を使用す る場合 は、原則 として、防毒機能 を有す る

フ ン G APR ヽ マ とす始 官 寸 陣 醍警 舌i 紺 善 匝 口形 田 イ早誰 旦 r ― p

用保護具を使用す ること。

2-3-3 隔離の解除に係る措置

石綿則第 o条の 2第 3項及び第 6条の 3の規定に基づ く隔
離の解除に当たつては、あらかじめ(HEPAフ ィルタ付き

の真空掃除機により隔離 された場所の内部の清掃を行 うこと

が望ましいこと。

2-4 (μ 各)

2-5 雑貝J
2-5-1 呼吸用保護具等の選定
(1) 廷 舌ヽ 下 目 海 田 、了 万 鏡 整 の ■¬ 畔 笙 炸 些 生 必 各 ス 櫻 △   奎し の

動 ファン付 き呼吸用保護具 (漏れ率 に係 る性能 区分が S級で
あ り、ろ渦本オの J眸能 区ノ77｀が PS3又 は PL3の 幸、のであ り、

(新設 )

石綿則第 6条の 2第 2項及び第 6条の 3の規定に基づく隔
離の解除に当たっては、あらかじめ、HEPAフ ィルタ付きの真
空掃除機により隔離空間の内部の清掃を行 うことが望ましい

こと。

2-4(略 )

2-5 雑貝J
‐
2-5-1 呼吸用保護具等の選定
(1)隔離空間の外部で石綿等の除去等の作業を行 う際に使用す
る呼吸用保護具は、電動ファン付き呼吸用保護具、これ と同

等以上の性能を有する空気呼吸器、酸素呼吸器若 しくは送気
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かつ、呼吸用保護具の製造事業者により指定防護係数が300以

Lで あるこ > を 評 明す る烈 式
`

【巳る ^ )て ,■ ,q′ 力 同 隻隼ヴ文 ト

の指定防護係数 を有す る呼吸用保護具を使用することA

また、隔離空間の外部で石綿等の除去等の作業 (雷動 工 具

による石綿等の切断等の作業 を除 く。 )を行 う際に使用する
呼口及用保護具はヽ電動 7ア ン付き呼吸用保護具、これと同等
以上の性能を有する空気呼吸器、酸素呼吸器若 しくは送気マ

スク又は取替え式防じんマスク (防 じんやスクの規格 (昭和6

3年労働省告示第19号 )に規定するRS3又 はRL3の ものに
限る。)と することが望ましいこと。ただ し、石綿等の切断
等を伴わない囲い込みの作業又は石綿含有成形品等を切断等

を伴わずに除去する作業では、同規格に規定する良S2又 は
RL2の 取替え式防じんマスクとして差し支えないこと。
(2)石綿含有成形品等の除去作業を行

・
う作業場所で、石綿等の

除去等の作業以外の作業を行 う場合には、取替え式防じんヤ

スクスは使い捨て式防じんマスクを使用することが望ましい

こと。

(3) (略 )

2-5-2 漏えヤヽの監視
負圧の点検及び集 じん 。排気装置か らの石綿等の粉 じんの

漏えいの有無の点検に加 え、吹付 られた石綿等の除去等の作

業における石綿等の粉 じんの隔離空間の外部への漏えいを監

視す るため、スモ▼クテスターに加 え、粉 じん相対濃度計

(い わゆるデジタル粉 じん計をい う。 )、 繊維状粒子 自動測

定機 (い わゆるリアルタイムモニターをい う。)又はこれ ら
と同様に空気中の粉 じん濃度を迅速に計測することができる

ものを使用 し、常時粉 じん濃度を測定することが望ましいこ

と。

2二 5-3 (Ⅱ 各)

マスク又は取替え式防 じんマスク (防 じんマスクの規格 (昭

和63年労働省告示第 19号)に規定するRS3又 はRL3の も
のに限る。)と することが望ましいこと。ただし、石綿等の
切断等を伴わない囲い込みの作業又は石綿含有成形品等を切

断等を伴わずに除去する作業では、同規格に規定するRS2
又はRL2の 取替え式防じんマスクとして差し支えなぃこ
と。

(2)石綿含有成形品等の除去作業を行 う作業場所で、石綿等の
除去等の作業以外の作業を行 う場合には、取替え式防じんマ

スク又は使い捨て式防じんマスクを使用させることが望まし

いこと。

(3) (略 )

2-5-2 漏えいの監視 ;

負圧の点検及び集 じん 。排気装置からの石綿等の粉 じんの

漏洩の有無の点検に加 え、吹付 られた石綿等の除去等の作業

における石綿等の粉 じんの隔離空間の外部への漏えいを監視

するため、スモークテ不ターに加 え、粉 じん相対濃度計 (い

わゆるデジタル粉 じん計をい う。)(繊 維状粒子 自動測定機
(い わゆるリアルタイムモニターをい う。)又 はこれ らと同
様に空気中の粉 じん濃度を迅速に計測することができるもの

を使用 し、常時粉 じん濃度を測定することが望ましいこと。

2-5-3(略 )

3 労働者が石綿等にばく露するおそれがある建築物等における業 3 労働者が石綿等にばく露するおそれがある建築物等における業
-5-



務における留意事項

3=1 労働者を常時就業させる建築物等に係る措置｀

(1) (略 )

(2)事業者はその労働者を常時就業 させる建築物若 しくは船舶
の壁、柱、天丼等又は当該建築物若 しくは船舶に設置 された

工作物について、建築物貸与者は当該建築物の貸与を受けた

2以上の事業者が共用する廊下の壁等について、吹き付けら

れた石綿等又は張 り付けられた石綿含有保温材等が封 じ込め

又は囲い込みがされていない状態である場合は、損傷、劣化

等の状況にあいて、定期的に目視又は空気中の総繊維数濃度

を測定することにより点検することが望ましいことЬ

3-2 (略 )

務における留意事項

3二 1 労働者を常時就業させる建築物等に係る措置
(1) (略 )

(2)事業者は、その労働者を常時就業 させる建築物若 しくは船
舶の壁、柱、天丼等又は当該建築物若 しくは船舶に設置 され

た工作物について、建築物貸与者は当該建築物の貸与を受け

た三以上の事業者が共用する廊下の壁等について、吹き付け

られた石綿等又は張 り付けられた石綿含有保温材等が封 じ込

め又は囲い込みがされていない状態である場合は、損傷、劣

化等の状況について、定期的に目視又は空気中の総繊維数濃

度を測定することにより点検することが望ましいこと。

3-2(略 )

-6-



別添 3

労働安全衛生法第28条第 1項の規定に基づく技術上の指針に関する公示

労働安全衛ナL法 (昭和47年法律第57号)第28条第 1項の規定に基づき、建築
物等の解体等の作業及び労働者が石綿等にばく露するおそれがある建築物等に

おける業務での労働者の石綿ばく露防止に関する技術上の指針 (平成26年 3月

31日 付け技術上の指針公示第21号)を改正したので次のとおり公表する。

令和 6年 1月 31日   '

厚生労働大臣 武 見 敬 三

建築物等の解体等の作業及び労働者が石綿等にばく露するおそれがある建築

物等における業務での労働者の石綿ばく露防止に関する技術上の指針

1 趣旨                   
｀

この指針は、建築物等の解体等の作業又は労働者が石綿等 (石綿又は石綿

をその重量のO.1パーセントを超えて含有する製剤その他の物をいう。以下同

じ。)にばく露するおそれがある建築物等における業務を行う労働者の石綿の

ぼく露による健康障害を予防するため、石綿障害予防規則 (平成17年厚生労

働省令第21号。以下「石綿則」という。)に規定する事前調査及び分析調査、
石綿を含有する材料の除去等の作業における措置並びに労働者が石綿等にば

く露するおそれがある建築物等における業務に係る措置等に関する留意事項

について規定したものである。

建築物等の解体等の作業における留意事項及び推奨される事項

2-1 事前調査及び分析調査
(1)使用されている可能性がある石綿含有材料の種類が多岐に亘るような
大規模建築物又は改修を繰り返しており石綿含有材料の特定が難しい建

築物については、建築物石綿含有建材調査者講習等登録規程 (平成30年

厚生労働省、国土交通省、環境省告示第 1号)第 2条第 3項に規定する
特定建築物石綿含有建材調査者又は一定の事前調査の経験を有する同条

第 2項に規定する一般建築物石綿含有建材調査者が事前調査を行うこと

が望ましいことど

2



F

ヽ

(2)事前調査において、石綿等の含有を判断するに当たつては、国土交通

省及び経済産業省が公表する「アスベスト含有建材データベース」を活

用することが望ましいこと。

(3)事前調査のために、禾井板を外す等、囲い込まれた部分を解放するに

当たつては、当該部分の内部に吹き付けられた石綿等が存在し、天丼板

に石綿等の粉じんが堆積している等、四い込みを解放する作業により石

綿等の粉じんが飛散するおそれがあることから、ヽあらかじめ作業場所を

隔離するとともに、呼吸用保護具を使用することが望ましいこと。

(4)吹付け材について分析調査を行う場合は、次に掲げる措置を講じるこ

とが望ましいこと。

ア 石綿をその重量の0.1パーセントを超えて含有するか否かの判断のみ
ならず、石綿の含有率についても分析し、ぼく露防止措置を講ずる際

の参考とすること。

イ 建築物等に補修若しくは増改築がなされている場合又は吹付け材の
色が一部異なる場合等吹付けが複数回行われていることが疑われると

きには、吹付け材が吹き付けられた場所ごとに試料を採取して、それ

ぞれ石綿をその重量の0.1パーセントを超えて含有するか否かを判断す

ること。

ウ 試料の採取に当たつてはく表面にとどまらず下地近くまで採取する
こと。

(5)試料の採取のために材料の穿孔等を行う場合は、呼吸用保護具を使用

するとともに、当該材料を湿潤な状態のものとすることが望ましいこと。

2-2 吹き付けられた石綿等の除去等に係る措置
2-2-1 負圧隔離等の措置
石綿則第 6条第 2項に規定する作業場所の隔離及び負圧、集じん 。排

気装置の設置並びに前室等の設置及び負圧 (以下「負圧隔離等」とい

う。)の措置は、次の (1)から (5)ま でに定めるところによること
が望ましヤヽこと。

(1)隔離の方法              |
ア 床面は厚さ0,15ミ リメートル以上のプラスチックシー トで二重に貼



り、壁面は厚 さ0.08ミ リメー トル以上のプラ不チックシー トで貼 り、

折 り返 し面 (留め代)と して、30か ら45セ ンチメー トル程度を確保す

ることにより、出入 口及び集 じん ,排気装置の排気 口を除いて作業場

所を密閉すること。

イ 隔離空間 (石綿則第 0条第 2項第 4号の規定により負圧管理を求め
られる石綿等の除去等を行う作業場所及び前室をいう。以下同じ。)

については、内部を負圧に保つため、作業に支障のない限り小さく設

定すること。

ウ 吹き付けられた石綿等の除去等の作業を開始する前に、隔離が適切
になされ漏れがないことを、隔離空間の内部の吹き付けられた石綿等

の除去等を行 う全ての姑象部分並びに床面及び壁面に貼つた全てのプ

ラスチックシー トについて目視及びス千―クテヌターで確認すること。

(2)集じん 。排気装置の設置方法

ア 集じん 。排気装置は、内部にフィルタ (1次フィルタ、 2次フィル
タ及びHEPAフ ィルタ (日本産業規格Z8122に定める99.97パーセン
ト以上の粒子捕集効率を有する集じル性能の高いフィルタをいうЬ以

下同じ。))を組み込んだものとするとともに、隔離空間の内部の容
積の空気を 1時間に4回以上排気する能力を有するものとすること。

イ 集じん 。排気装置は、隔離空間の構造を考慮し、効率よく内部の空
気を排気できるよう可能な限り前室と対角線上の位置に設置すること。

また、内部の空間を複数に隔てる壁等がある場合等には、口及引ダクト

を活用して十分に排気がなされるようにすること。

(3)隔離空間への入退室時の留意事項

ア 隔離空間への入退室に当たつては、隔離空間の出入日の覆いを開閉
する時間を最小限にとどめること。また、中断した作業の再開の際に

集じん 。排気装置の電源を入れるために入室するに当たつては、内部

が負圧となつていないことから、特に注意すること。

イ 隔離空間からの退室に当たつては、身体に付着した石綿等の粉じん
を外部に運び出さないよう、洗身室での洗身を十分に行 うこと。また、

石綿則第 4条第 1項に基づき作業計画を定める際には、洗身を十分に

行うことができる時間を確保できるよう、作業の方法及び順序を定め

ること。



(4)湿潤な状態のものとする方法

吹き付けられた石綿等の除去等に当たつては、材料の内部に浸透する

飛散抑制剤又は表面に皮膜を形成し残存する粉じんの飛散を防止するこ

とができる粉じん飛散防止処理剤を使用することにより石綿等を湿潤な

状態のものとし、隔離空間内の石綿等の粉じんの飛散を抑制又は防止す

ること。

(5)その他

ア 隔離空間が強風の影響を受け、石綿等の粉じんが飛散するおそれが
ある場合には、木板、鋼板等を設置する等の措置を講じること。  |
イ 隔離空間での作業を迅速かう正確に行い、外部への石綿等の粉じん
の漏えいの危険性を減ずるとともに吹き付けられた石綿等の除去等の

漏れを防ぐため、隔離空間の内部では照度を確保すること。

2-2-2 集じん 。排気装置の稼働状況の確認、保守点検等

集じん・排気装置の稼働状況の確認(保守点検等石綿則第 6条第 2項

に規定する集じんi排気装置の取扱いについては、次の (1)か ら (5)
までに定めるところによることが望ましいこと。

(1)吹き付けられた石綿等の除去等の作業を開始する前に、集じん 。排気

装置を稼働させ、正常に稼働すること及び粉じんを漏れなく捕集するこ

とを点検すること。

(2)集 じん 。排気装置の稼働により、隔離空間の内部及び前室の負圧化が

適切に行われていること並びに集じん 。排気装置を通つて石綿等の粉じ

んの漏えいが生じないことについて、定期的に確認を行うこと。

(3)集 じん 。排気装置の保守点検を定期的に行うこと。また、保守点検、
フィルタ交換等を実施した場合には、実施事項及びその結果、日時並び

に実施者を記録すること。

(4)集 じん 。排気装置の稼働状況の確認及び保守点検は、集じん 。排気装

置の取扱い及び石綿による健康障害の防止に関して、知識及び経験を有

する者が行うこと。

(5)吹き付けられた石綿等の除去等の作業を一時中断し、集じん 。排気装

置を停止させるに当たつては、空中に浮遊する右綿等の粉じんが隔離空

間から外部へ漏えいしないよう(故障等やむを得ない場合を除き、同装



置を作業中断後 1時間半以上稼働させ集じんを行うこと。

2-2二 3 隔離空間における隔離の解除に係る措置
石綿則第 6条第 3項に規定する隔離の解除に当たちては、次の (1)

から (5)までに定める措置を講じることが望ましいこと。

(1)あ らかじめ、HEPAフ ィルタ付きの真空掃除機により隔離空間の内
部の清掃を行うこと。

(2)石綿等の粉じんが隔離空間の内部に浮遊したまま残存しないよう、
.(1)並びに石綿則第 6条第 3項に規定する湿潤化及び除去完了の確認

後、 1時間半以上集じん '排気装置を稼働させ、集じんを行うこと。な

お、含有する石綿の種類、浮遊状況により、確実な集じんが行われる程

度に稼働時間は長くすること。

(3)隔離空間の内部の空気中の総繊維数濃度を測定し、石綿等の粉じんの

処理がなされていることを確認すること。

(4)隔離の解除を行つた後に、隔離がなされていた作業場所の前室付近に

っいて、HEPAフ ィルタ付きの真空掃除機により清掃を行うこと。
(5)(1)か ら (4)ま での作業では労働者に呼吸用保護具を使用させる
ことを    

｀

2-2-4 吹き付けられた石綿等の近傍における附属設備の除去に係る
措置
―

吹き付けられた石綿等の近傍の照明等附属設備を除去するに当たって

は(石綿等に接触して石綿等の粉じんを飛散させるおそれがあるため、
当該設備の除去の前に、負圧隔離等をすること。

2-3 石綿等の除去に係る措置
2-3-1 石綿等の切断等の作業等に係る措置          ヽ

(1)石綿等の除去等の作業においては、原則として切断等以外の方法 (手
ばらし)により当該作業を実施すること。切断等以外の方法により石綿
等の除去等の作業を実施することが技術上困難な場合にあつては、当該

石綿等を湿潤化した上で、手工具により当該作業を実施すること。

(2)(1)に よることが技術上困難であり、電動工具を用いて石綿等の切
断等の作業等を行う場合にあつては、石綿等を湿潤な状態にした場合に



おいても高濃度の粉じんが発散するおそれがあること及び電動工具を使

用中に散水等を行うことによる感電のおそれがあることから、原則とし

て除じん性能を有する電動工具を使用すること。やむを得ず除じん性能

を有していない電動工具を使用する場合は、労働安全衛生規則 (昭和47

年労働省令第32号)第333条に規定する漏電による感電の防止措置を講じ

た上で、電動工具に可能な限り水が直接かからないように留意しつつ切

:断面等に水を噴霧することにより石綿等を常時湿潤な状態にすることと

2-3-2 剥離剤の使用に係る措置
石綿則第 6条の 2第 3項 (石綿則第 6条の 3において準用する場合を

含む。)及び石綿則第13条第 1項に規定する「その他の石綿等の粉じん

の発散を防止する措置」として、剥離材を使用する場合は、使用する剥

離材に係る労働安全衛生法第57条に基づくラベノン表示及び第57条の 2に

基づく安全データシー ト (SDS)に より、特定化学物質への該当性や、
有害性区分がある物質の含有の有無を確認し、リスクアセスメント対象

物が含有されている場合は(化学物質等による危険性又は有害性等の調
.査
等に関する指針 (平成27年 9月 18日 付け危険性又は有害性等の調査等

に関する指針公示第 3号)に定めるところによリリスクアセスメントを

実施し、その結果に基づき、法令に定める措置を含め、適切なリスク低

減措置を実施すること。この際、リスク低減措置として呼吸用保護具を

使用する場合は、原則として、防毒機能を有する電動ファン付き呼吸用

保護具 (G― PAPR)又 は給気式呼吸用保護具を使用すること。
2二 3-3 隔離の解除に係る措置
石綿則第 6条の 2第 3項及び第 6条の 3の規定に基づく隔離の解除に

当たっては、あらかじめ、HEPAフ ィルタ付きの真空掃除機により隔
離された場所の内部の清掃を行うことが望ましいこと。

2-4 石綿含有シール材の取り外しに係る措置
固着が進んだ配管等のシール材の除去を行うに当たっては、十分に湿

潤化させ、ィグローブバッグ等による隔離を行うことが望ましいこと。

2-5 剰:貝U



2-5=1 呼以用保護具等の選定
(1)電動工具を用いて石綿等の切断等の作業等を行う場合、電動ファン付
き呼吸用保護具 (漏れ率に係る性能区分がS級であり、ろ過材の性能区

分がPS3又はPL3の ものであり、かつ、呼吸用保護具の製造事業者
により指定防護係数が300以上であることを証明する型式に限る。)又は
これと同等以上の指定防護係数を有する呼吸用保護具を使用すること。

また、隔離空間の外部で石綿等の除去等の作業 (電動工具を用いて石

綿等の切断等の作業を除く。)を行う際に使用する呼吸用保護具はヽ電

動ファン付き呼吸用保護具、これと同等以上の性能を有する空気呼吸器、

酸素呼吸器若しくは送気マスク又は取替え式防じんマスク (防 じんマス

クの規格 (昭和63年労働省告示第19号)に規定するRS3又はRL3の
ものに限る。)と することが望ましいこと。ただし、石綿等の切断等を

伴わない囲い込みの作業又は石綿含有成形品等を切断等を伴わずに除去

する作業では、同規格に規定するRS2又 はRL2の取替え式防じんマ
スクとして差し支えないこと。

(2)石綿含有成形品等の除去作業を行う作業場所で、石綿等の除去等の作
業以外の作業を行う場合には、取替え式防じんマスク又は使い捨て式防

じんマスクを使用することが望ましいこと。

(3)隔離空間の内部での作業においては、フード付きの保護衣を使用する
ことが望ましいこと。

2下 5-2 漏えいの監視
負圧の点検及び集じん 。排気装置からの石綿等の粉じんの漏えいの有

無の点検に加え、吹き付けられた石綿等の除去等の作業における石綿等

の粉じんの隔離空間の外部への漏えいを監視するため、スモークテスタ

ァに加え、粉じん相紺濃度計 (いわゆるデジタル粉じん計をいう。)、

繊維状粒子自動測定機 (いわゆるリアルタイムモ■夕‐をいうと)又は
これらと同様に空気中の粉じん濃度を迅速に計測することができるもの

を使用し、常時粉じん濃度を測定することが望ましいこと。

2-5-3 建築物等から除去した石綿を含有する廃棄物の扱い
建築物等から除去した石綿を含有する廃棄物は、廃棄物の処理及び清

掃に関する法律 (昭和45年法律第137号)等の関係法令に基づき、適切に

廃棄すること。



3 労働者が石綿等にばく露するおそれがある建築物等における業務における
留意事項         ＼

3下 1 労働者を常時就業させる建築物等に係る措置
(1)事業者は、その労働者を常時就業させる建築物若しくは船舶の壁、柱、

天丼等又は当該建築物若しくは船舟白に設置された工作物について、吹付

け材、保温材、耐火被覆材等が封じ込め又は囲い込みがされていない状

態である場合は、石綿等の使用の有無を調査することが望ましいこと。

(2)事業者はその労働者を常時就業させる建築物若しくは船舟白の壁、柱、

天丼等又は当該建築物若しくは船舟白に設置された工作物について、建築

物貸与者は当該建築物の貸与を受けた2以上の事業者が共用する廊下の

壁等について(吹き付けられた石綿等又は張り付けられた石綿含有保温

材等が封じ込め又は囲い込みがされていない状態である場合は、損傷、

劣化等の状況について、定期的に目視又lま空気中の総繊維数濃度を測定

することにより点検することが望ましいこと。

3-2 労働者を建築物等において臨時に就業させる場合の措置
石綿則第10条第 2項に規定する労働者を建築物等において臨時に就業

させる場合は、次の (1)から (3)ま での措置を講じることが望まし
い 。                       |                 、

(1)事業者は、その労働者を臨時に就業させる建築物若しくは船舶の壁、

柱、天丼等又は当該建築物若しくは船舟白に設置された工作物に吹き付け

られ■石綿等xは張り付けられた石綿含有保温材等の有無及びその損傷、

劣化等の状況について、当該業務の発注者からの聞取り等により確認す

ること。

(2)事業者は、石綿等の粉じんの飛散状況が不明な場合は、石綿等の粉じ

んが飛散しているものと見なし、労働者に呼吸用保護具及び作業衣又は

保護衣を使用させることも

(3)建築物又は船舟白において臨時に労働者を就業させる業務の発注者 (注

文者のうち、その仕事を他の者から請け負わないで注文している者をい

う。)は、当該仕事の請負人に対し、当該建築物若しくは船舶の壁、柱、



天丼等又は当該建築物若 しくは船舟白に設置された工作物に吹き付けられ

た石綿等又は張り付けられた石綿含有保温材等の有無及びその損傷、劣

化等の状況を通知すること。


